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政府、「デジタル・サービス赤字」本格警戒 

先行き貿易赤字 8 兆円試算も、電気機器は赤字に転落 

 
 日本政府は経常収支でのデジタル（コンピュー

タ）・サービス関連の赤字急増について、本格的に警

戒感を強めている。経済産業省が 5 月末に取りまと

めた「半導体・デジタル産業戦略」改定案では、「2030

年にかけて貿易赤字が年 8 兆円」というリスクが示

された。IT デジタル関連は米国企業が国際覇権を握

っているほか、中国など各国で競争力が国策強化さ

れる一方、日本は出遅れが続いている。ソフトウェ

アやクラウド、ネット関連などのサービス分野のみ

ならず、機械の電気機器でも日本は貿易収支が赤字

に転落してきた。 

 
IT 出遅れ、「技術ギャップに伴う国富流出」懸念 
 
「日本の経常収支は海外の景気悪化抑制や脱コロ

ナなどで輸出が復調しつつあり、資源輸入価格の高

騰一服とあいまって悪化に歯止めが掛かってきた。

目先の為替相場でドル/円は、142 円方向にかけてド

ルの上値が重くなる（円は下げ渋り）可能性もある」

――。 

米投信系ファンドのアジア担当幹部は、このよう

な見通しを示す。実際に日本の経常収支は 1－3月が

＋2兆 5430 億円の黒字となり、昨年 10－12 月の＋1

兆 9198億円や 7－9月の＋2兆 4165億円などからは

黒字が持ち直しとなってきた。 

もっとも中長期スパンでは人口急減や高齢化など

もあり、日本の経常収支は悪化リスクが消えていな

い。現在は中国を始め世界的に低成長入りが懸念さ

れており、日本では 1990 年代からの内需低迷をカバ

ーしてきた「輸出拡大」や「海外での現地生産拡大

と海外企業の買収」といった外需依存が転機を迎え

ている。しかも世界の産業構造は日本優位の重厚長

大・製造業から、非製造業・サービス・ソフトなど

の比率が急拡大してきた。いずれも日本の貿易収支

と所得収支の悪化要因となり、先行き経常収支を悪

化させていく。 

その中で日本政府は、産業構造の変化などを受け

た「デジタル（コンピュータ）・サービス関連の赤字

急増」を本格警戒し始めた。 

最近では 5 月末、経済産業省が「半導体・デジタ

ル産業戦略」の改定案を取りまとめたが、その中で

は「足元でコンピュータ・サービス領域における貿

易赤字が大きく拡大しており、現在のペースでいく

と、2030 年には貿易赤字が年間 8兆円に拡大する」

という試算が示されている。日本は 1990 年代からの

IT デジタル革命で出遅れてきたが、今後は AI（人工

知能）や量子技術といった次世代分野でも「2 周目

の周回遅れ」が懸念されつつある。IT デジタル関連

は世界的に一段の成長が見込まれる中、日本では改

めて「技術ギャップに伴う国富の流出」（経産省）が

問題になってきた。 

足元の赤字拡大については、IT デジタル関連は米

国企業が国際覇権を握っているほか、中国など各国

で競争力が国策強化されていることなどがある。日

本の企業や個人が利用する海外の IT サービスやス

マホ・パソコン・ネット機器、関連インフラ、ソフ

トウェア、アプリ、ネット広告、クラウドサービス

などが急増傾向にあり、日本は米企業などに対する

「支払超過」が膨らんでいる。 

その他、経常収支の分類上では、研究開発サービ

ス（研究開発に係るサービス取引や、研究開発の成

果である特許権、実用新案権、意匠権の売買）、専門・

経営コンサルティングサービス、技術・貿易関連・

その他業務サービスなどで、日本はネットのサービ

ス赤字が急増となってきた。 

しかも現在はソフトやサービスだけでなく、「機械

の電気機器」でも貿易収支が赤字に転落している。

日本企業による海外移転と逆輸入の増加も影響して

いるが、IT デジタル関連での他国優勢と日本劣勢は

軽視できない。 

 
経常黒字減の基調は維持、目先の円高抑制 

 

経産省では「かつて我が国の貿易黒字を牽引した

電気・電子機器産業は、2000 年代以降低迷を続け、

今や赤字に転落。足元では経常収支を悪化させる要

因の一つになっている」、「コンピュータ・サービス

の国際収支は、徐々に赤字幅が拡大。市場が指数関

数的に急拡大する中、国内企業の供給が伸びなけれ

ば赤字幅も急拡大し、経常収支を大幅に押し下げる

要因になっていく」（「半導体・デジタル産業戦略」

改定案）と懸念を強めている。 

同改定案に対しては日本の関連企業で構成される

JEITA（電子情報技術産業協会）が、6月中旬の最終

決定を前に政策提言を行っている。その中では日本

のデジタル・サービス赤字の急増要因とも関係する

形で、以下のような日本の現況が説明されている。 

「1980 年代に世界半導体市場の 50％以上のシェ

アを占めていた日本の半導体産業は、日米半導体摩

擦による影響、米国の復権、韓国・台湾の台頭、中

国の大躍進により、現在は一桁台にまでシェアが落

ち込んでいる」。 

「半導体では、先端ロジックの前工程のファウン

ダリ、後工程の OSAT、組立の EMS まで、いずれも

6－8割が台湾企業に集中している。日本に前工程だ

けを持ってきても、貿易赤字もサプライチェーンも
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改善しない」。 

「AI や量子コンピュータの進化の中、メタバース、

自動運転レベル 4 の実用化、ソーシャルデジタルツ

インなど新たな市場が離陸しつつあり、情報通信技

術の発展には大量のデータと計算基盤を使うデータ

センタなど、デジタル・インフラの構築が不可欠と

なる。しかし、クラウドでは米企業の GAFA が支配

し、日本は半導体以上に競争力が弱い。デジタル赤

字は今や 10 兆円となっている」。 

「チャット GPT の登場は、インターネット以来の

イノベーションとなる。日本は人材の育成や確保を

含めて対応を急ぎ、国際競争に乗り遅れないように

すべき」――。 

 

一方、日本の経常収支全体については、昨年以降

の黒字急減は一服してきたものの、依然としてトレ

ンドとしての黒字減基調は維持されている。 

経常収支と為替相場との関係は、経済学理論の「マ

サチューセッツ・アベニュー・モデル」で実証され

てきたように、1 年から 2 年前後のタイムラグを経

て相互の影響作用が観測されてきた。経常収支の黒

字減や赤字転落は時間差を経て円安要因となり、そ

の後は円安が時間差を経て収支の改善と円高を促す

という連鎖関係だ。その点、現在は経常黒字急減の

累積効果が残されており、時間差を経た慣性的なド

ル高・円安の残存余地は無視できない。 

過去実績でいえば、経常収支が 24 カ月（2年）移

動平均で明確に黒字増加方向へとトレンド転換した

あと、さらに 2 カ月や 9カ月、16 カ月といった時間

差を経てドル/円は本格的なドル安・円高トレンドに

移行している。現在は直近 3 月時点で、24 カ月平均

の方向角度が 2021 年 10 月前後からの下向き化（黒

字減）を維持させたままだ。目先のドル/円はドルの

上値の重さやドルの上限が切り下がっても、24 カ月

平均の明確な上向き転換と、そこから一定の時間が

経過するまでは、ドル高余地の残存やドル高値圏で

のレンジ横這い化が注目されやすい。 
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日本の経常収支、同２４カ月移動平均（軸を上下反転）、ドル／円

経常収支（左軸） ２４カ月平均 ドル／円（右軸）

２４カ月平均の角度が
転換後に本格ドル安

※黒字減の

基調維持

※↑

↑経常黒字減＝ドル高・円安↑

↓経常黒字増＝ドル安・円高↓

※ドル高↑
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↑経常赤字↑
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ドル／円の月足；月間ドル高値と月間ドル安値

月足・一目均衡表の転換線と基準線、１８カ月、５００カ月

５６４カ月（４７年）、６００カ月（５０年）；各移動平均線

月間ドル高値 月間ドル安値 転換線＝139.59 基準線＝130.14

18カ月平均＝133.06 500カ月平均＝127.44 564カ月平均＝139.69 600カ月平均＝148.81

※目先のドル上値抵抗線と下値抵抗線
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日本の経常収支；サービス収支、同１２カ月移動平均

日銀の名目円実効相場

１２０カ月と２８０カ月の各移動平均（２０２０年＝１００）

サービス収支（左軸） １２カ月平均 円実効（右軸） １２０カ月平均 ２８０カ月平均

※赤字増↓

※円安
↓

※実効円相場は長期抵抗線を下抜け
長期抵抗線は円安基調の下向き化

↓

↑赤字増＝円安↓

↑黒字増＝円高↑

↑円高↑
↓円安↓
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日本の商品別・貿易統計；電気機器・輸出額－輸入額の差し引き（収支）

同１２カ月移動平均、ドル／円（軸を上下反転）

電気機器（左軸） １２カ月平均（左軸） ドル／円（右軸）

※赤字転落

円安・ドル高

※
↓

↑黒字＝円高・ドル安↑

↓赤字＝円安・ドル高↓

↑円高↑

↓円安↓
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